
 

 

平成 27 年 12 月 22 日 

各 位 

エイチアールワン株式会社 

代表取締役社長 武谷 啓 

 

三菱総研ＤＣＳ及び三菱総合研究所との業務・資本提携に関するお知らせ 

  

当社は、三菱総研ＤＣＳ株式会社（以下 DCS）及び株式会社三菱総合研究所（以下 MRI）と人事給

与アウトソーシング事業について業務提携及び資本提携することにつき、12 月 21 日付で契約を締結

しましたので、下記の通りお知らせ致します。 

 

記 

1．業務・資本提携の概要と目的 

昨今のマイナンバーの導入、コア業務への経営資源のシフト、間接業務の効率化などへの期待を

背景に、人事給与業務のビジネスプロセスアウトソーシング（以下、人事 BPO）に対する市場ニーズが

高まっています。一方、我が国のアウトソーシングサービス提供者の生産性は欧米と比べて低く、実際

にその主要サービスである人事 BPO も欧米ほど普及するに至っていないと言われています（※1）（経

済産業省「サービス産業の高付加価値化に関する研究会報告書」より）。 

 

このような市場の課題に応えるべく、DCS、MRI および当社の三社は、業務提携を通じて、人事

BPO サービスの大幅な生産性向上と高付加価値化を目指した「共同サービス」を開発・提供すること

に合意しました。 

 

具体的には、当社の強みである大企業を中心とした業務運営ノウハウと、システム提供力に強みを

もつ DCS の力を活用することで、業界のデファクトスタンダードとなるサービスモデルを確立し、顧客

の利便性や業務効率化レベルを大幅に向上させた新システム（※2）を開発します。 

 

また、今回の提携は、業務提携にとどまらず資本提携についても合意しております。これにより、

DCS、MRI 及び当社の三社が緊密に連携することで、サービス全般を顧客にシームレスに提供すると

ともに、スケールメリットによる競争力の確保を通じて、現在 DCS と当社の合算ベースの売上高を 100

億円から 200 億円に倍増させることを目指します。さらには、両社の協力関係を基に人事 BPO の認知

度向上に努め、市場の拡大を牽引し、企業の競争力強化に貢献してまいります。なお、将来的には、

「共同サービス」の成果および効果を検証のうえ、さらなる成長に向けた提携の強化に取り組んでまい

ります。 

 

※1 約 3,000 億円といわれる人事 BPO 市場の年成長率も近年は約 5%程度となっており、企業へ

の普及率も欧米の 7 割に対し 2 割にとどまっているのが現状です。 
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※2 現在、DCS では人事給与システムとして「PROSRV（プロサーブ）」を提供しています。今後は

当該 PROSRV を基に、当社が持つ業務ノウハウを活かして、人事部門向け機能、従業員向け機能

や事務処理の自動化機能・品質管理機能などを大幅に追加し、サービスの範囲拡大と効率化を図り

ます。 

 

2．資本提携の内容 

平成 28 年 3 月 1 日に、DCS 及び MRI は、当社による第三者割当増資と自己株式の処分により普

通株式 2,100 株を引き受けます。この結果、MRI グループの当社に対する議決権比率は 10%（DCS

が 7.5%、MRI が 2.5%）となります。また、DCS は人事給与アウトソーシング事業の開発部門を会社分

割により新設会社に承継させることとし、平成 28 年 3 月 1 日に当社は、同新設会社が第三者割当増

資で発行する普通株式 100 株（第三者割当増資後の議決権割合 10.0%）を引き受けます。 

 

3. DCS 及び MRI の概要 

MRI の連結子会社の DCS は、昭和 45 年の会社創業以来、金融分野で培った「システム提供力」

を強みとし、独自の人事給与システム「PROSRV（プロサーブ）」は国内受託社数トップクラス（2,000 事

業所）の実績と経験を有しています。また、MRI は高度な知見や分析力を活用するシンクタンク・コン

サルティングを強みとし、業界育成に向けた政策立案・実行支援・団体立上げなどにも豊富な実績を

有しております。 

 

4. DCS が新設、吸収分割する新会社の概要 

 
 

分割会社 

（平成 27 年 9 月 30 日現在）  

新設会社 

（吸収分割効力発生日の予定） 

（1） 名 称 三菱総研ＤＣＳ株式会社 ＨＲソリューションＤＣＳ株式会社 

（2） 所 在 地 
東京都品川区東品川四丁目 12

番 2 号 

東京都品川区東品川四丁目 12 番

2 号 

（3） 代表者の 役職・ 氏名 代表取締役社長 円実 稔 代表取締役 小暮 尚 

（4） 事 業 内 容 
ソフトウェア開発、情報処理サー

ビス、アウトソーシングサービス 
人事給与に関わるソフトウェア開発 

（5） 資 本 金 6,059 百万円 30 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 昭和 45 年 7 月 10 日 平成 28 年 1 月（予定） 

（7） 発 行 済 株 式 数 19,542,693 株 900 株 

（8） 決 算 期 9 月 9 月 

（9） 大株主及び持株比率 

株式会社三菱総合研究所 80.0% 

株式会社三菱 UFJ フィナンシャ

ル・グループ 20.0% 

三菱総研ＤＣＳ株式会社 100% 

以 上 

＜本件に関するお問合せ先＞ 

エイチアールワン株式会社 （http://www.hrone.co.jp）  企画部： 竹田、富岡、青木 

〒105-0011 東京都港区芝公園 2-4-1   tel：03-5401-4320   E-mail：kikaku@hrone.co.jp   


